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役場からのお知らせ役場からのお知らせ

黒潮町住民基本台帳の閲覧状況  ＜平成22年4月1日～平成23年3月31日＞
住民基本台帳の閲覧状況については、住民基本台帳法において、毎年少なくとも1回は公表することと定めら
れています。

【お問い合わせ】本庁 住民課 住基戸籍係  　　　　　　蕁43－2800（直通）
　　　　　　　　佐賀支所 地域住民課 総合窓口第2係　蕁55－3701（直通）

請求をした機関の名称
（または申出人の氏名）

請求の事由の概要
（利用目的の概要）

閲覧に係る住民の範囲閲覧の年月日

高知県幡多福祉保健
所長　和泉禎祐

平成22年乳幼児身体発育調
査

鈴地区の方平成22年9月1日

錦野区長　森　治史
地域の自治活動の一環として
の敬老会祝事

錦野地区の平成22年12月
31日現在で満70歳以上の方

錦野地区の平成22年12月
31日現在で満70歳以上の方

平成22年9月8日

早咲区長　宮川徳光
地域の自治活動の一環として
の新成人名簿作成資料

平成22年12月17日

錦野区長　森　治史
地域の自治活動の一環として
の厄入り抜け祝事

早咲地区の平成3年4月2日
から平成4年4月1日までの
間に生まれた方

平成23年1月14日

自衛隊高知地方協力本部
本部長　杉本嘉章

自衛官募集事務に関する適
齢者情報の取得

町内の平成5年4月2日から
平成6年4月1日までの間に
生まれた方

平成23年1月21日

熊野浦区長　渡邉茂光
地域の防災活動に必要な地
区の世帯構成の確認（救護活
動のための住民状況の把握）

熊野浦地区の方平成22年6月14日

㈱西日本科学技術研究所
代表取締役　福留脩文

国土交通省 四国地方整備局 
中村河川国道事務所から委
託を受けたアンケート調査の
ための対象者抽出

大方地域の283世帯平成22年6月18日

㈱日本リサーチセンター
代表取締役社長　鈴木稲博

NHK放送文化研究所
世論調査部
部長　塩田幸司

デジタル放送に関する調査の
対象者抽出

入野地区の平成6年12月31
日生まれまでの方のうち12
人

平成22年7月23日

㈱日本リサーチセンター
代表取締役社長　鈴木稲博

日本銀行 情報サービス局
局長　大川昌利

「生活意識に関するアンケー
ト調査」（第44回）の対象者
抽出

佐賀地区の平成2年10月31
日生まれまでの方のうち15
人

平成22年9月8日
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